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議案等番号 件　　名 議決日 議決結果

認定第 15 号 平成 29 年度古河市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算認定に
ついて 30.9.14 認　　定

認定第 16 号 平成 29 年度古河市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定
について 30.9.14 認　　定

認定第 17 号 平成 29 年度古河市ゴルフ場事業特別会計歳入歳出決算認定につ
いて 30.9.14 認　　定

認定第 18 号 平成 29 年度古河市古河駅東部土地区画整理事業特別会計歳入歳
出決算認定について 30.9.14 認　　定

認定第 19 号 平成 29 年度古河市片田南西部土地区画整理事業特別会計歳入歳
出決算認定について 30.9.14 認　　定

認定第 20 号 平成 29 年度古河市公共用地先行取得特別会計歳入歳出決算認定
について 30.9.14 認　　定

認定第 21 号 平成 29 年度古河市仁連地区新産業用地開発事業特別会計歳入歳
出決算認定について 30.9.14 認　　定

認定第 22 号 平成 29 年度古河市水道事業会計決算認定について 30.9.14 認　　定

議員提出
議案第 5 号

教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度堅持のための政府予算
に係る意見書 30.9.14 原案可決

◆色付き部分は賛否が分かれた案件

番　　号 件　　名 提　出　者 審議結果

平成 30 年
請願第 2号

主要農作物種子法の復活等をもとめる請
願

茨城県西農民センター
飯田　和夫 継続審査

平成 30 年
請願第 3号

教職員定数改善と義務教育費国庫負担制
度堅持のための政府予算に係る意見書採
択を求める請願

茨城県教職員組合
杉山　繁　　　ほか 517 名 採　　択

平成 30 年
請願第 4号

旧産業技術専門学院跡地の南側市道拡幅
について 那須　和弥　外 250 名 採　　択

平成 30 年
請願第 5号

シルバー人材センター「特定費用準備資
金」の見直しを求める請願

公益社団法人古河市シルバー
人材センター
理事長　秋山　康俊

継続審査

平成 30 年
陳情第 2号

シルバーリハビリ体操の普及を行う指導
士の養成を求める陳情

おやま高正と信じられる古河市
をつくる会
小山　高正

採　　択

平成 30 年
陳情第 4号

放課後等デイサービスにおける質の向上
及び監視強化に関する陳情

差別主義者から庶民を守る会
代表　髙橋　好秋 継続審査

平成 30 年
陳情第 5号

地域包括ケアシステムにおけるインフォ
ーマルサービスの充実に関する陳情

差別主義者から庶民を守る会
代表　髙橋　好秋

平成 30 年
陳情第 6号

古河駅周辺地域に群生するムクドリ問題
の対策として、特殊波動方式のパルス発生
装置の導入を求める陳情

おやま高正と信じられる古河市
をつくる会
小山　高正

継続審査

請願・陳情一覧表
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賛否の分かれた議案等 ○賛成、×反対

議案等番号

真政会 古河市
公明党 古河維新の会 市政

同志会
政研・

市民ベースの会 無会派
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議案第 94 号 ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○

議案第 97 号 ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○

議案第 101 号 ○ ○ × － × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○

議案第 104 号 ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○

認定第 8号 ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○

認定第 9号 ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○

認定第 12 号 ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○

認定第 13 号 ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○

認定第 14 号 ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○

認定第 15 号 ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○

認定第 16 号 ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ×

認定第 17 号 ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○

認定第 18 号 ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○

認定第 21 号 ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × ○ ○

認定第 22 号 ○ ○ × － ○ ○ ○ ○ × ○ × × × × ○ ○

※議長は表決に加わらないため「－」と表示。
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◆一般会計（歳出）
○職員研修事業
問　前年度と比較し、どのよう
な研修の受講者が増加している
のか。新規研修の実施は。
答　平成 29 年度から人事評価
の本稼働により、受講者が増え
ている。また、新たに接遇研修
を実施している。

○児童発達支援事業
問　事業が前向きに進んでいる
が、今後始まる放課後等デイ
サービス事業について伺う。

答　平成 30 年度から放課後等
デイサービス事業が始まり、そ
の他合わせて 4事業が始まる。
関係機関と連携をとり、進めて
いきたい。

○新 4号国道アクセス道路整備
事業
問　用地買収が 95.5％まで進
んでいるが、あと何名の地権者
が残っているのか。平成32年度
の事業完了を目指すとあるが、
今後の工事の予定について伺う。
答　共有名義も含めてあと 5件

残っている。今後の工事の予定
は、野木町の工業団地付近の抜
根工事を発注しており、道路改
良工事、下層路盤までは進んで
いる状況である。

○小学校環境整備事業
問　工事請負費に障がい児等対
策工事とあるが、工事を行った
場所と内容について伺う。
答　古河二小、下大野小、釈迦
小でスロープ等の工事、下辺見
小で多目的トイレの工事を行っ
た。

決算特別委員会での主な質疑と答弁をお知らせします

認定
番号

平成 29 年度
歳入決算額

平成 29 年度
歳出決算額

一般会計 第 8号 51,341,844,018 49,720,328,946

特
　
別
　
会
　
計

国民健康保険 ( 事業勘定 ) 第 9 号 17,830,307,198 17,830,307,084

国民健康保険 ( 直診勘定 ) 第 10 号 65,186,427 62,863,817

古河福祉の森診療所 第 11 号 164,244,429 140,500,257

後期高齢者医療 第 12 号 1,285,895,159 1,283,421,641

介護保険 ( 保険事業勘定 ) 第 13 号 9,913,408,280 9,656,730,109

介護保険 ( 介護サービス事業勘定 ) 第 14 号 35,682,594 33,590,003

公共下水道事業 第 15 号 3,888,871,130 3,751,638,730

農業集落排水事業 第 16 号 624,447,673 596,198,132

ゴルフ場事業 第 17 号 109,618,113 109,119,245

古河駅東部土地区画整理事業 第 18 号 1,004,142,155 955,582,372

片田南西部土地区画整理事業 第 19 号 21,614,312 21,092,787

公共用地先行取得 第 20 号 177,191,607 177,191,607

仁連地区新産業用地開発事業 第 21 号 999,922,635 999,922,635

認定第 22 号 平成 29 年度
決算額

収益的収入 2,697,536,629

収益的支出 2,194,320,139

資本的収入 686,192,677

資本的支出 2,080,849,240

平成 29 年度末

給水戸数 58,332 戸

給水人口 139,840 人

給水普及率 95.3％

給 水 量 16,517,944 ㎥

有収水量 14,362,747 ㎥

有 収 率 87.0％

9 月 6 日、7 日、10 日の 3 日間にわたり、正副議長および議会選出監査委員を除いた全議員が一般
会計決算特別委員会、特別会計・企業会計決算特別委員会に分かれ、一般会計、13 特別会計および水
道事業会計の決算を審査しました。、9月 17日の最終日に本会議において全件を

各会計の決算額 水道事業会計

水道事業の概要

平成29年度　各会計決算を認定

単位：円 単位：円

決算特別委員会
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問　古河駅西地区には、歴史あ
る町並みが数多く残っており、
古河市の観光を支える大きな役
割を果たしているが、近年空き
家、空き地が目立つ。このよう
な景観の保全、整備について見
解を伺う。

答（市長）景観法に基づく古河
市景観計画を作成後、平成 27年
に古河市景観条例を施行し、景
観の保全、誘導に努めている。

問　8月 31日の読売新聞に掲載
された記事によると針谷市長は、
「新駅設置は新市建設計画の先
導的プロジェクト。この事業が
進まなければ他の事業も進まな
い。市民に情報公開をしながら、
不退転の決意でまちづくりを進
めていきたい。」とコメントし
ている。また、市が新駅予定地
周辺で基礎調査の報告会を 8回
開催したが、強い反対意見はな
く早期の新駅設置を望む声が多

また、同計画においては、古河
歴史博物館周辺を計画形成重点
地区として指定しており、古河
市の歴史、文化を生かした景観
形成を図っている。今後は景観
形成重点地区の拡大や新規指定
も視野に入れていきたい。また、
景観の保全については、市民の
景観まちづくり意識の醸成を図
るため、平成 28年より隔年で、
良好な景観の形成に貢献してい
ると認められる建築物等を表彰
している。今後も啓発活動を行っ
ていきたい。

問　旧軽部医院の跡地は古河市

3

答（市長）今後の取り組みとし
て、市民アンケート調査の実施、
若年層との意見交換会を予定し
ている。実態を把握し、市民の
皆さまに情報公開をしながらま
ちづくりを進めていきたい。
答（企画政策部長）課題として
の収益性については、新駅設置

に寄附されてから十数年経過し
ているが、利用の方策が示され
ていない。そこで、地域の交流
拠点として活用できる、子ども
食堂を開設してはいかがか。今
後の利用目的について伺う。

答（市長）子ども食堂は古河市
においても今年 3月より大山地
区で月 1回開設されており、潜
在的なニーズはあると見込まれ
る。旧軽部医院の跡地活用につ
いては、現在の建物の取り壊し
や維持管理費用等も含めて精査
し、福祉目的での活用を前提に、
何よりも寄附者の意向を大切に
して今後検討していきたい。

≪その他の質問≫
・防災について

に伴う費用を上回る新規利用客
による収入確保が必須である。
財源については、用地および建
設費用は原則請願者の全額負担
とＪＲから要請されているため、
合併特例債や外部資金の導入等
も視野に入れた財源の確保の検
討が必要である。
答（都市建設部長）新駅周辺の
まちづくりの取り組みとして、
茨城県都市計画協会において、
都市計画や建築など、各分野の
専門家をまちづくりアドバイザ
ーとして派遣する制度があるた
め、大堤南部土地区画整理事業
地元勉強会に、土地区画整理に
詳しい講師の派遣申請をしてい
るところである。

≪その他の質問≫
・防災・減災について

赤坂　育男　議員

園部　増治　議員

南古河駅設置計画について

古河駅西地区の歴史的景観の保
全・整備について

旧軽部医院の跡地利用について

9

古河市議会だより 第 56号 平成 30年 12月 1日発行

問　現在、県内における障がい
児・者を対象とした歯科診療セ
ンターは、水戸市と土浦市にし
かない。今後、古河市において
も、障がい児・者の日常生活を
支援し、生活の質の向上を図る
ことが大事であり、歯科診療所
の設置を、ぜひ実現していただ
きたい。

答（市長）土浦市での治療では
片道 2時間、治療等含めると 1

問　不育症とは、妊娠はするが
流産や死産を繰り返すなど、結
果的に赤ちゃんが持てないこと
をいう。治療や予防のためのヘ
パリンカルシウム製剤は、保険
適用となったが、検査や治療の
多くが保険適用外であり、多額
の費用がかかる。市として患者
支援のための治療費助成につい
て、所見を伺う。

答（健康福祉部長）不育症治療

日が必要であり、厳しい状況で
あると十分理解している。また、
市では通院に対して助成をして
おり、平成 29年度の申請 118回
の内訳は県内が 38 回、その他
80回は県外の医療機関の受診と
いう実情もある。住み慣れた古
河の地で安心して生活するため
に、県、市、歯科医師会が一体
となり、社会福祉の観点から設
置に向けて検討を進めていきた
い。

問　子どもや、市民を巻き込む
悲惨な事故を防ぐため、民間の

は、精神的負担に加え、保険適
用外の高額な医療費による経済
的負担も大きい。不育症の相談
窓口として、県の不妊専門相談
センターや保健所があり、市の
ホームページへの掲載、広報に
県が実施する妊活会の掲載を行
う等、周知啓発を行っている。
不育症の助成については、県内
13市町村で実施している。保険
適用外の費用面の課題があるた
め、県や他自治体の動向を注視
しつつ、取り組みを検討してい
きたい。

ブロック塀等についても、安全
点検を促しながら、危険なブロ
ック塀等の撤去、改修が必要で
ある。そこで、インセンティブ
を高めるために、撤去費用等の
一部を助成するなどの支援施策
が必要と考えるがどうか。

答（都市建設部長）塀等は建築
基準法で、その所有者の責任に
おいて適正に管理するものと定
められている。また、法律の改
正により、過去には適法であっ
ても現在は既存不適格になるも
の、過去から違反であったもの
など、分類が非常に難しいとい
う問題がある。児童生徒の安全
の確保など、全庁的に調整が必
要であるため、今後は国費の助
成制度など、情報収集を行い、
協議を重ねていきたい。

問　小児がんは、がん全体の
1％にも当たらないが、早期発見
が難しい。小児がんの中の網膜
芽細胞腫は、網膜に発生するが
んであり、早期発見することで
眼球を摘出しないですむ。その
ための啓発活動と、乳幼児健診
のときの問診票への項目記載が
できないか所見を伺う。

答（健康福祉部長）健診に当た
る職員の網膜芽細胞腫への専門
知識を深める等、啓発活動や早
期発見に努めていきたい。網膜
芽細胞腫の乳幼児健診の問診項
目については内容を再検討する。
しかし、記載事項の量等の問題
もあり、追記が難しい状況であ
ることもご理解いただきたい。

高橋　秀彰　議員

靏見　久美子　議員

不育症について

小児がんについて

障がい児・者を対象とした歯科
診療所の設置について

学校施設や通学路等におけるブ
ロック塀等の安全対策について
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問　防災・減災と自助・共助は
相関性がある。それぞれの取り
組みと市民への啓発について伺
う。また、マイ・タイムライン
は自助の行動指標となる。古河
市監修のマイ・タイムラインを
作成する予定はあるのか。

答（生活安全部長）防災や減災
への取り組みとして、国や県に
対する河川の堤防強化の要望、
水防説明会の実施、中学校区を

問　洪水ハザードマップとタイ
ムラインは目の届くところに置
き、いざというときに活用でき
ることが大事であるが、マップ
は薄く、本の間に挟まって紛れ
てしまうこともある。次回は、
Ａ 4よりも大きいサイズや、ブ
ック型に変更するなど工夫し、
改良をお願いしたい。いざとい
うときどう逃げるのかは、普段
から自分で考え、自分で行動す
る意識が必要である。そこで、

対象とした地域防災訓練等を行
っている。また防災出前講座、
市長と語ろうまちづくりを通じ、
市民の防災意識を高めるなど自
助、共助の啓発を行っている。
マイ・タイムラインの作成につ
いては、鬼怒川・小貝川大規模
氾濫に関する減災対策協議会で
作成された教材、逃げキッドを
参考に作成を検討している。

問　基本計画の中で、福祉避難
所の整備と追加指定および避難

常総市が推進中のマイ・タイム
ラインが必要ではないか。また、
子どもは小中学校で教わったこ
とを忘れず、そのまま大人にな
るため、学校での防災教育が一
番大切である。イラストやクイ
ズを使い、楽しく学べる工夫が
されている「こども防災手帳」
を提案したい。

答（教育長）こども防災手帳に
ついては、今後さらに詳しい情
報を収集し、検討していきたい。
答（生活安全部長）市民の皆さ
まにハザードマップの有効性を
知っていただき、いざというと
きに役立てていただくため、今
後も関係団体と連携し、その利
活用を積極的に啓発していく。
次回改訂時には、大きさやブッ
ク型等、なくさないようなもの

行動要支援者の個別支援計画作
成は喫緊の課題と考える。その
進捗状況について伺う。また、
災害時の近隣市町との福祉避難
所等の相互間援助・協定締結に
ついて所見を伺う。

答（健康福祉部長）福祉避難所
の整備、追加指定についてはバ
リアフリー化への修繕等を調査
中であり、関係各課と順次協議
を進めていきたい。また、避難
行動要支援者の個別支援計画の
作成については、市内12カ所の
高齢者等の福祉事業所に協力い
ただき試行的に行っている。近
隣市町との災害時の支援協定は
平成29年10月に締結しており、
避難所等の相互利用も規定され
ているため、協定に基づき利用
の要請をする想定である。

を考え、抜本的に見直していき
たい。また、防災説明会や出前
講座の回数を重ねている地域で
は、タイムラインからマイ・タイ
ムラインに踏み込んでいる地域
もある。しかし、啓発が行き届
いていない地域もあるため、今
後も支援を行っていきたい。

≪その他の質問≫
・自転車保険について

阿久津　佳子　議員

渡辺　松男　議員

防災・減災について

防災・減災の取り組みと災害時
の自助・共助のあり方について

古河市福祉避難所基本計画につ
いて

※イラスト出典元･･･国土交通省関東地方整備局　下館河川事務所ＨＰ　http://www.ktr.mlit.go.jp/shimodate/shimodate00285.html

※


